












令和２年度からのヒグマ対策の体制について

近年、ヒグマの住宅地への出没や農畜産業への集中的な被害発生など、地

域住民の安全や財産に関わる重大な問題が相次いで発生。こうした事案につ

いて初期段階で対応方針を確立しておくことが重要であるため、専門性の高

い職員による応援体制を整える。

Ａ振興局で

ヒグマの重大事案

発 生

【近隣振興局】

経験者

【 本 庁 】

担当者・経験者

対応全般
現場対応
後方支援

【ヒグマ対応の基本と新たな体制の関係】

・市町村 ＝ 住民の安全確保 ～ 被害・防除対策、捕獲

・振興局 ＝ 鳥獣捕獲許可 ～ 市町村の対応を指導・助言

・本 庁 ＝ 鳥獣保護管理事業計画、ヒグマ管理計画

環境生活部環境局自然環境課

当該振興局以外から
専門性の高い職員が支援

派 遣

・支援要員のスキルアップのため、事例検討を含めた研修等を実施

本庁（担当者） 本庁（経験者） 振興局（経験者）

専　従 兼　務 委　嘱

現所属 自然環境課 環境生活部（自然以外） 環境生活課自然環境係

区　分 野生鳥獣係 振興局経験者 振興局経験者

要　件 ヒグマ担当
振興局で鳥獣業務の担当経験

（３年程度）のある者

現所属も含め、複数の振興局

で鳥獣業務の担当経験のある

者

対応用務 対応全般の支援 後方（通常業務）支援 出没現地対応又は後方支援

区　分
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1 　ヒグマ対策の変遷

2 　現在のヒグマ対策の方針

(1) ヒグマ管理計画

(2) 各種の方針

ⅰ ヒグマ出没時の対応方針

ⅱ ヒグマ人身事故発生時の対応方針

ⅲ ヒグマ捕獲許可取扱方針

3 これからの方針

第１

1 　北海道のヒグマ

2 　ヒグマの一年

3 　ヒグマの痕跡

4 　学習能力と人慣れ

第２

1 　概要

2 　あつれきの予防

(1) 情報収集

(2) 普及啓発

(3) 被害対策

3 　出没への備え

4 　捕獲

(1) 許可による捕獲

・ 銃器

・ 箱わな

(2) 狩猟による捕獲

(3) 捕獲時の注意事項

ⅰ 許可：銃器

ⅱ 許可：箱わな

ⅲ 狩猟

(4) 捕獲後の対応

ⅰ 試料採取

ⅱ 製品化登録

第３

1 　共通の対策

(1) 普及啓発

ⅰ 普及啓発の内容

ⅱ ホームページ

ⅲ 広報誌の利用

ⅳ リーフレットの配布

ⅴ 学校教育

ⅵ マスコミへの対応

(2) 注意喚起

ⅰ 看板

はじめに

 出没場所別の対応の目的、手法及び効果

フレーム案

「ヒグマ対策の手引き」フレーム案

第１　ヒグマとは

第２　ヒグマ対策の基本的な考え方　

第３　出没場所別の対応の目的、手法及び効果

意見等

【はじめに】

 ヒグマ対策の基本的な考え方

 ヒグマとは
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ⅱ インターネット

(3) 誘引物の管理

2 　農耕地での対策

(1) 被害状況の把握

(2) 刈払い

(3) 電気柵の設置

(4) 追い払い

3 　市街地での対策

(1) 目撃情報の収集

(2) 進入経路の分析

(3) 刈払い

(4) 電気柵の設置

(5) 追い払い

4 　森林地帯での対策

(1) 目撃情報の収集

(2) 活動時間、人数

(3) 鈴等の携帯

第４

(1) 　農耕地での対策

・ 具体的な対応のフロー図

(2) 　市街地周辺での対策

・ 具体的な対応のフロー図

(3) 　

・ 具体的な対応のフロー図

第４　具体的な対策の考え方 具体的な対策の考え方
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北海道ヒグマ保護管理検討会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 北海道ヒグマ保護管理検討会」（以下「検討会」という。）は、北海道ヒグマ管理計画を適正

に推進するため、学識経験者等を参集し、ヒグマの生息状況や道が実施する施策について、専門

的かつ科学的な知見からの評価やその意見等を聴取することにより、道のヒグマ対策に反映させ

ることを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第２条 検討会は、次のことについて検討・協議する。 

（１）北海道ヒグマ管理計画の策定及び推進に関すること 

（２）各種調査・モニタリング等の手法及び評価に関すること 

（３）その他、ヒグマの適正な保護管理の推進に関すること 

 

（構成） 

第３条 検討会の構成員は、学識経験者等の中から北海道環境生活部長が選定する。 

２ 構成員の任期は２年以内とする。ただし、構成員が欠けた場合における補欠の構成員の任期は前

任者の残任期間とする。 

３ 構成員は再任することができる。 

 

（運営） 

第４条 検討会は、必要に応じて北海道環境生活部長が招集し、主催する。 

２ 検討会に座長及び座長代理を置き、構成員が互選する。 

３ 座長は、検討会の議事進行を図る。また、座長代理は座長が不在の場合、その職務を代行する。 

４ 北海道環境生活部長は、必要と認める場合、構成員以外の意見等を求めることができる。 

 

（設置期限） 

第５条 検討会は、平成 26 年４月１日から起算して２年を経過するごとに、社会経済情勢の変化や

開催実績等を勘案し、検討会の常設の必要性や効率的な開催方法の見直し等について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

（その他） 

第６条 

１ 検討会の事務は、環境生活部環境局自然環境課において行う。 

２ この要綱に定めるもののほか、検討会に関して必要な事項は別に定める。 

 

附則 

この要綱は、平成 24 年 12 月 25 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 26 年 12 月 12 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 28 年 6月 1 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 30 年 2 月 13 日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和 ２年 10 月   日から施行する。 

 


